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１．研究の背景と目的 

野生獣による農業被害が各地で広がっているが、獣種によっては、被害対策は「技術的

にほぼ完成している」１）と言われている。しかし対策の現場では、情報不足等が原因で不

適切な対策が混入し２）、技術が十分に生かされていないことから、情報提供・技術移転な

どの支援を行う人材の供給とそのための体制整備が求められる。このような中、農家の獣

害対策を支援する人材として「農業の普及指導員」が適しているという指摘がある３）。一

方、普及指導員が獣害対策支援を組織的に展開している自治体は一部でみられるが、「縦割

り行政」や「普及事業の重点化」等を背景に、全国的にはまだ一般的ではない。 

そこで本報告では、普及指導員が獣害対策支援を組織的に展開している自治体を事例と

して、上記のような障壁がある中、どのような過程で活動体制が構築されたのかを明らか

にすることで、地域の獣害対策支援の体制整備に資する知見を提示することを目的とした。 

２．研究方法 

地域の獣害対策を普及指導員が組織的に支援している A 県を対象に、事例分析を行った。

調査項目は、県の被害実態と対策施策、普及事業、普及組織による対策施策の変遷である。

調査方法は、県職員（行政職員、専門技術員、試験研究員、普及指導員）へのヒアリング

（2010 年 10~12 月）と資料収集（野生動物管理、普及事業関係）である。  
３．獣害対策施策の概要 

（１）被害状況と対策状況：A 県の鳥獣害の実態は、被害面積約 600ha（平成 21 年度）、

被害金額約 350,000 千円（同）で、被害面積・金額とも平成 19 年度までは徐々に減少し

ていたがそれ以降増加している。施策は、県の環境行政部局が個体数管理を、農政部局が

地域の獣害対策リーダーの人材育成と集落ぐるみの体制づくりの支援を行っている。柵の

設置などのハード整備は、主に市町村の協議会が国の事業を活用して実施している。  
（２）県農業普及･試験研究機関の体制：現在、A 県の普及事業の実施方針には、獣害対策

を実施する旨が記載されている。また県内の各普及センターの活動計画にも獣害対策の計

画が入っている。組織体制は、県内の全普及センターに、獣害対策担当が 2～3 名ずつ配

置されている。また、県農業試験研究機関では、専門技術員 1 名が獣害専任担当として、

各普及指導員への獣害対策のノウハウを伝達する研修会を実施している。また研究員 2 名
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表：県の農業普及･試験研究機関の活動年表  
年

（平成）
活動主体 活動内容

活動
カテゴリ

活動
段階

8 県庁
市町村から県農政部局に獣害対
策の要望がでたが、環境行政部
局で対応すると返答。

－

9

県庁
農政部局での対応も必要という認
識が出始め、初めて獣害対策の
方針ができる。

④

試験研究機関
先進自治体を視察し、農業試験
場や普及機関の役割の重要性を
認識。

②

11 試験研究機関 獣害対策の試験研究を開始。 ①
12 試験研究機関 研究成果が出始める。 ①

13 試験研究機関

獣害対策の勉強会を開始。被害
のひどい地域の普及員ならびに
市町村職員も参加。畜産、林業試
験機関にも参加呼びかけ。

②

14 普及機関
新人普及員の研修メニューに獣
害対策を加える。

②

試験研究機関
県林業試験機関からの情報収集
をはじめ、交流が始まる。

②

普及機関
獣害対策担当専門技術員（兼任）
の設置

②

普及機関
副主観から課長補佐対象の獣害
対策研修が開始。

②

普及機関
獣害対策の試験研究担当者が普
及担当に異動し、自らの研究成果
技術の普及を始める。

③

試験研究機関
部局横断型の獣害対策支援チー
ムの設立。

④

普及機関
中堅職員対象の獣害対策研修が
開始。

②

17

18
試験研究機関
普及機関

集落点検活動の開始 ③

19
試験研究機関
普及機関

集落環境点検を県内各地で実
施。

③

20

21
試験研究機関
普及機関

獣害対策担当の設置。 ④

凡例：活動カテゴリ①試験研究、②組織内の知識・認識の醸成、③地域へ
の技術普及、④体制整備

15

10

16

普
及
第
二
段
階

普
及
第
一
段
階

研
究
活
動
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階

未
対
応
段
階

が兼任で獣害対策の研究を行っている。  
４．体制の構築プロセス 

（１)未対応段階（～H10 頃）：当時、県

の農政部局としては獣害の知識が無く、

現場から要望がでても、個体数管理を行

っていた環境行政部局に任せていた。し

かし、現場からの要望が続き、何か対応

をしなければいけないという認識がでは

じめ、初めて対応の方針がだされた。一

方で普及機関への言及はまだなかった。 

（２）研究活動段階（H10～16 頃）：農業

試験場 K 分場の職員から獣害研究開始の

提案があった。当時 K 分場は統廃合の話

が上がっていたため、組織の生き残り策

として住民の要望に応える研究をしよう

というのが提案の動機だった。そして先

進地へ視察を行い、獣害対策における農

業普及･試験研究機関の重要性を聞かさ

れ、その情報を論拠に研究予算を獲得し

た。また、K 分場を中心に自発的な勉強

会も始められた。勉強会に参加していた

専門技術員が獣害対策における普及員の

重要性を認識し、普及員研修に獣害対策のメニューを加え、その受講対象は管理職職員ま

で広げられた。このように組織内での獣害対策に対する認識の向上が図られた。 

（３）普及第一段階（H15～18 頃）：県試験研究機関での研究により、対策技術が確立され

てきた。そして、これまでの研究実績を地域に普及させる形で、いくつかの地域で支援活

動が行われ、被害が止まるなどの実績が生まれた。しかし時間が経つにつれ、過去に支援

した地域で対策がおろそかになったり、再び被害を受けるなどの状況がでてきた。 

（４）普及第二段階（H17 頃～）：試験研究機関では、単に技術を地域に導入するだけでは

被害は減らないこと認識し、集落の環境点検を通して住民の主体性や合意を形成しながら

技術を導入する「集落環境点検活動」を手探りで開始し、賛同する普及指導員とともに各

地で実施した。一方で、普及機関が獣害対策支援を行う行政上の位置づけが確立されてお

らず、市町村自治体がどこに支援を求めたら良いかわからない状況があった。これに加え

て、議会ならびに各種団体からの獣害解決の要望の高まりといった状況に対応するために、

農業普及･試験研究機関では獣害対策のための組織体制が整備された。 

○引用文献：1)小寺祐二「イノシシ Sus scrofa による農作物被害への対策とその課題」『生物科学』第

60 巻第 2 号,2009 年,pp94～98 2) 本田剛「イノシシ被害の発生に影響を与える要因：農林業センサ

スを利用した解析」『日本森林学会誌』第 89 巻第 4 号,2007 年,pp249～252 3)井上雅央「鳥獣害対策に

おいて求められる普及指導員の役割と稲作、果樹、野菜別の対策」、技術と普及 vol.44、2007 年 

○付記：本研究は、文部科学省特別教育研究経費「DPSIR スキームを用いた野生動物管理システムの開

発―地域連携による里地里山における生物多様性の保全と地域価値の向上―」（代表：東京農工大学 梶 

光一）の研究成果の一部である。 


